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平成２９年第２４回庁議提案  審議・報告・その他 

                     提 出 日：平成３０年３月１９日 

                     担当部・課：建設部 住宅管理課〔内線 ５７５２ 〕 

 

① 件  名 

市営住宅家賃減免制度の改正について 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

【背景】 

市営住宅は住宅に困窮する低額所得者に低廉な家賃で賃貸することを目的としており、収入

に応じた家賃設定（応能応益家賃）となっている。 

  また、例外的措置として失業や病気、災害等による支払能力の著しい低下等特別の事情があ

る場合は、申請に基づき個別に調査した上で家賃の減免を行っている。 

  現行の減免認定基準においては、減免の判断基準とされる「生活保護と同程度の収入水準」

以上の収入を得ている入居者が減免の対象となるケースが見られ、例外的措置とされる制度の

趣旨と現状の運用に乖離が見られる。 

【目的】 

  家賃減免制度の見直しにより、真に生活に困窮する入居者を減免対象とした運用を図るもの。 

③ 根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

【根拠法令】 

 公営住宅法（昭和２６年６月４日法律第１９３号） 

 石巻市営住宅条例（平成１７年４月１日条例第２７３号） 

石巻市営住宅条例施行規則（平成１７年４月１日規則第２１８号） 

 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕 又は 〔個別計画との整合性〕】  

 

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

 平成２９年１０月～平成３０年１月 庁内関係部課との打ち合わせ 

⑤ 主な内容 

 

減免が必要な真に生活に困窮する入居者を対象とし、より的確な運用の実施及び市内県営住

宅との整合性を図るため、県営住宅に準じた制度の見直しを行う。 

１ 家賃減免基準の見直し 

減免対象とする収入基準を、現行の所得税法上の基準から生活保護基準に改める。 

 ２ 最低負担額の設定 

応益性の確保及び市営住宅の持続的な管理費の確保の観点から、全額免除を廃止し、最低

限の維持管理に係る費用を減免後の入居者負担額として、本来家賃の２割を最低負担額とす

る。 

 ３ 全額減免の特例 

生活保護受給者が長期入院等により家賃給付が停止された場合には全額減免することがで

きるものとする。 
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⑥ 実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

 
【影響・効果】 

市営住宅に入居する低額所得者の生活の安定を図るとともに、維持管理に係る経費の一部を確
保することにより、市営住宅の安定的な管理が図られる。 
 

【市財政への負担】 
平成３０年度（見込）減免件数 延べ５２件、減免金額２，８００千円 
※参考 
平成２８年度（実績）減免件数 延べ５５件、減免金額３，３４６千円 
平成２９年度（実績）減免件数 延べ５７件、減免金額３，２９７千円（平成３０年３月５日現在） 
    

⑦ 他の自治体の政策との比較検討 

 

宮城県及び各市の状況 

 減免対象基準額 最低負担額 備考 

宮城県 生保基準額 本来家賃の２割まで 平成２６年度に現行

制度に改正 

仙台市 (注1)77,000円以下 設定なし  

塩竈市、名取市、多賀城

市、東松島市、大崎市 

(注1)72,800円以下 (注2)収入の１割まで  

気仙沼市 生保基準額 (注2)収入の１割まで  

 

(注1) 公営住宅法施行令第１条第３号に規定する収入に所得税法その他の法令により所得税を課さ

れない収入を加えた額をいう。 

 (注2)  公営住宅法施行令第１条第３号に規定する収入をいう。 

 

⑧ 今後の予定及び施行予定年月日 

 

平成３０年３月  石巻市営住宅条例施行規則の一部改正（平成３０年４月１日施行予定） 

 

⑨ その他 

 

 今後、入居者に配布する情報誌、市報やホームページ等に掲載し、周知する。 

 


